
 

建設工事の請負契約等に係る競争入札の参加者の資格等（平成１０年福井県告示第７４９号） 新旧対照表 

改正後（案） 現行 

１ （略） 

 

２ 資格審査を受けることができるもの 

(1) 建設業法（昭和２４年法律第１００号。以下「法」という。）第３条第１項

の許可を受けて建設業を営む者（以下「建設業者」という。）で、４(1)および

(2)に定める期間の末日の直前１年７ヶ月の事業年度の決算日を基準とする法

第２７条の２３第１項の規定に基づく経営に関する客観的事項の審査（以下「経

営事項審査」という。）の申請をしたもの 

(2)～(3) （略） 

 

３ 資格審査を受けることができないもの 

(1)～(2) （略） 

 (3)  次のいずれかに該当する建設業者または構成員のいずれかが次のいず

れかに該当する共同企業体 

ア 健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条の規定による被保険者

の資格の取得の届出をしていない者（適用を除外されている者を除く。イお

よびウにおいて同じ。）または知事が別に定める審査の基準とする日（以下「審

査基準日」という。）の前２年間において保険料の未納の期間がある者 

(4)～(9) （略） 

 

４ 資格審査の申請の時期および方法 

(1) 資格審査の申請は、次に掲げるアおよびイの区分に応じ、それぞれ当該

アおよびイに掲げる期間にしなければならない。ただし、当該期間に申請す

ることができない特別の事情があると知事が認めたときは、この限りでな

い。 

ア 建設工事 平成２２年度（県の会計年度とする。以下同じ。）および同年

度から隔年度ごとの年度の１１月１日から１２月３１日までの期間 

イ 測量業務等および道路清掃業務 平成２３年度および同年度から隔年

度ごとの年度の１１月１日から１２月３１日までの期間 

(2) (1)の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する場合においては、知事

が別に定める期間に資格審査の申請をすることができるものする。 

ア 福井県に対して新規に資格審査の申請をする場合 

イ 現に資格を有すると決定された業種以外の業種について新たに資格審

査の申請をする場合 

ウ (1)に定める期間に資格審査の申請をした場合において、資格を有しな

いと決定されたとき 

 (3) （略） 

１ （略） 

 

２ 資格審査を受けることができるもの 

(1) 建設業法（昭和２４年法律第１００号。以下「法」という。）第３条第１項

の許可を受けて建設業を営む者（以下「建設業者」という。）で、知事が別に定

める審査の基準とする日（以下「審査基準日」という。）の直前１年７ヶ月の事

業年度の決算日を基準とする法第２７条の２３第１項の規定に基づく経営に関

する客観的事項の審査（以下「経営事項審査」という。）の申請をしたもの 

 (2)～(3) （略） 

 

３ 資格審査を受けることができないもの 

(1)～(2) （略） 

 (3)  次のいずれかに該当する建設業者または構成員のいずれかが次のいず

れかに該当する共同企業体 

ア 健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条の規定による被保険者

の資格の取得の届出をしていない者（適用を除外されている者を除く。イ

およびウにおいて同じ。）または審査基準日前２年間において保険料の未納

の期間がある者 

(4)～(9) （略） 

 

４ 資格審査の申請の時期および方法 

(1) 資格審査の申請は、次に掲げるアおよびイの区分に応じ、それぞれ当該

アおよびイに掲げる期間にしなければならない。ただし、当該期間に申請す

ることができない特別の事情があると知事が認めたときは、この限りでな

い。 

ア 建設工事 平成２２年度（県の会計年度とする。以下同じ。）および同年

度から隔年度ごとの年度の１１月１日から１２月３１日までの期間 

イ 測量業務等および道路清掃業務 平成２３年度および同年度から隔年

度ごとの年度の１１月１日から１２月３１日までの期間 

(2) (1)の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する場合においては、知事

が別に定める期間に資格審査の申請をすることができるものする。 

ア 福井県に対して新規に資格審査の申請をする場合 

イ 現に資格を有すると決定された業種以外の業種について新たに資格審

査の申請をする場合 

ウ (1)に定める期間に資格審査の申請をした場合において、資格を有しな

いと決定されたとき 

 (3) （略） 



 

 

５～１４ （略） 

 

１５ 経過措置等 

(1)～(19) （略） 

 (20)  令和７年福井県告示第４２４号による改正後の２および３の規定なら

びに改正後の別表第１の１⑴の項アの規定は、令和８年度を基準年度とす

る資格審査から適用する。 

 

５～１４ （略） 

 

１５ 経過措置等 

(1)～(19) （略） 
 

 

別表第１ 

１ 

建

設

業

者 

⑴ 県内

に主た

る営業

所を有

する者 

ア ４(1)および(2)に定める期間の末日の直前１年７ヶ月以

内に終了する事業年度に係る経営規模等評価結果通知書

（法第27条の27の規定による通知の文書をいう。以下この

表において同じ。）および総合評定値通知書（法第27条の

29第1項または第3項の規定による通知の文書をいう。以下

この表において同じ。）の写し 

  ただし、複数ある場合はその時点で最新のもの 

イ～ク （略） 

ケ 県税の納税状況に関する情報の提供についての同意書ま

たは福井県税に滞納がない旨の証明書 

コ～サ （略） 

⑵ 県外

に主た

る営業

所を有

する者 

ア～イ （略） 

ウ 県税の納税状況に関する情報の提供についての同意書ま

たは福井県税に滞納がない旨の証明書（県内に従たる営業

所を有する者に限る。） 

エ （略） 

⑶ 共同

企業体 

ア～オ （略） 

カ 構成員に係る県税の納税状況に関する情報の提供につい

ての同意書または県税に滞納がない旨の証明書（県内に営

業所を有する構成員のものに限る。） 

キ～シ （略） 

２  測量業者

等 

ア～ク （略） 

ケ 県税の納税状況に関する情報の提供についての同意書ま

たは福井県税に滞納がない旨の証明書（県内に営業所を有

する場合に限る。）ならびに法人税または申告所得税、消

費税および地方消費税の納税証明書 

コ～サ （略） 

３  道路清掃

業者 

ア～オ （略） 

カ 県税の納税状況に関する情報の提供についての同意書ま

たは福井県税に滞納がない旨の証明書（県内に営業所を有

別表第１ 

１ 

建

設

業

者 

⑴ 県内

に主た

る営業

所を有

する者 

ア 審査基準日前１年７ヶ月以内に終了する事業年度に係る

経営規模等評価結果通知書（法第27条の27の規定による通

知の文書をいう。以下この表において同じ。）および総合

評定値通知書（法第27条の29第1項または第3項の規定によ

る通知の文書をいう。以下この表において同じ。）の写し 

 

 

イ～ク （略） 

ケ 福井県税に滞納がない旨の証明書 

 

コ～サ （略） 

 ⑵ 県外

に主た

る営業

所を有

する者 

ア～イ （略） 

ウ 福井県税に滞納がない旨の証明書（県内に従たる営業所

を有する者に限る。） 

 

エ （略） 

 ⑶ 共同

企業体 

ア～オ （略） 

カ 構成員に係る県税に滞納がない旨の証明書（県内に営業

所を有する構成員のものに限る。） 

 

キ～シ （略） 

２  測量業者

等 

ア～ク （略） 

ケ 県税の納税証明書（県内に営業所を有する場合に限

る。）ならびに法人税または申告所得税、消費税および地

方消費税の納税証明書 

 

コ～サ （略） 

３  道路清掃

業者 

ア～オ （略） 

カ 県税の納税証明書（県内に営業所を有する場合に限

る。）ならびに法人税または申告所得税、消費税および地

方消費税の納税証明書 



 

する場合に限る。）ならびに法人税または申告所得税、消

費税および地方消費税の納税証明書 

キ （略） 

（注) 

１ 経営規模等評価結果通知書および総合評定値通知書は、４(1)および(2)に

定める期間の末日の直前 1 年７ヶ月間における事業年度の決算日を基準と

して行われた経営事項審査に係るものに限る。 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

別表第２ （略） 

 

 

 

キ （略） 

（注) 

１ 経営規模等評価結果通知書および総合評定値通知書は、資格審査に係る審

査基準日の直前1年間における事業年度の決算日を基準として行われた経

営事項審査に係るものに限る。 

２ ４（１）アの規定による資格審査の申請をする場合に限り、資格審査の申

請時において経営規模等評価結果通知書および総合評定値通知書の交付

を受けていない者は、前号の規定にかかわらず、知事が指定する日までに、

同号の規定に係る経営規模等評価申請書および総合評定値請求書の写し

を提出することにより、経営規模等評価結果通知書および総合評定値通知

書の提出に代えることができるものとする。 

 

別表第２ （略） 

 

 


